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要約 
第1章 緒言 
窒素は不活性窒素・大気窒素（N2）と反応性窒素（Reactive Nitrogen: Nr）に大別される。前者は大気の約78%
を占めており、化学的に安定であるという特徴を持つ。主な使用用途としては不活性雰囲気ガスとしての利用や、
液化させ冷媒としての利用が挙げられる。一方で後者は、大気窒素が生物的もしくは工業的に固定されたもので、
生物が利用しやすい形態となった窒素である。大気窒素以外のすべての窒素化合物をさし、NH3や NO3-等があ
る。現在、生物が固定する窒素量を上回る量の窒素を工業的に固定していると言われている。(1 
 反応性窒素に関する研究関心の一つにPlanetary boundaryがある。Planetary Boundaryとは地球の循環能
（自浄能力）のことであり、窒素の利用は地球の循環能を大きく凌駕していると言われており、「反応性窒素の管
理」は大きな課題となってきている。（2 
 私たちの周りには多くの窒素を含んだ製品が存在しているが、そのほとんどがハーバーボッシュ法により固定
されたアンモニアを開始物質としており、その用途（アンモニアの用途）は、半導体をはじめとし化学繊維や樹
脂、調味料など多岐にわたる。一方で、日本国内におけるアンモニア生産量は 2017年において 863 ktであり、
2005年の1293 ktと比較すると34%減少している。しかし全ての産業において需要が減少しているのか、はた
また増加している産業があるのかは定かではなく、各産業の需要の定量化は重要である。 
 本研究では、反応性窒素の現在における需給構造を明らかにするとともに、将来経済環境・技術構造が変化し
た際にフローがどう変化するのか分析した。その結果に基づきどの製品・どの産業での需要の変化がどのような
波及的影響があるのかを明らかにすることを目的とした。その目的に対し以下の三つを本研究の構成要素とした。 
①マテリアルフロー分析：定量的な反応性窒素需給構造の現状把握および課題抽出
②反応性窒素フロー解析用産業連関モデルの提案：産業連関分析やシナリオ分析のための解析ツールおよび基盤
データベースの整備構築 
③シナリオ分析：アンモニア需要変化による波及効果の分析、未利用資源の評価
第2章 日本国内の反応性窒素マテリアルフロ  ー
 本章では、日本国内における反応性窒素の需給構造の現状把握ならびに課題抽出をマテリアルフロー分析
（Material Flow Analysis: MFA）を行った。Fig.1に2015年における日本国内の反応性窒素フロー図を示す。
海外からの食料・飼料へのフローが 978 kt-N と一番大きなフローであった。また日本の反応性窒素フローの特
徴として、化学産業から工業用途に623 kt-N、肥料用途に500 kt-Nとそれぞれ流れており、工業用途へのフロ
ーの割合が56 %と半分を超えていた。これは世界的なアンモニアの工業用途への利用割合（約20 %）と比較す
ると大きく、食料・飼料の多くを輸入に頼っていることでもあり肥料産業での窒素需要が比較的抑えられ、工業
用途への利用が大きい割合を占めたことが考えられる。 
 さらに化学産業について詳しく分析を行った。化学産業まわりの反応性窒素フローは、2005年から2015年に
かけて1516 kt-Nから1123 kt-Nと26%減少していた。アンモニア一次派生物の中でもアクリロニトリルおよび
カプロラクタムとしてのフローが減少しており、工業用途へのフローの減少をけん引していることが明らかにな
った。 
アクリロニトリルやカプロラクタムは化学繊維の原料であり、化学繊維産業の縮小が化学産業全体の反応性窒素
フローの縮小の一因になっていることが示唆された。他方で半導体産業への反応性窒素フローは 2005 年から
2015年にかけて1.8 kt-Nから6.3 kt-Nと3.5倍となっており、工業用途へのフローに占める割合も0.2 %から
0.9 %と増加していたことが明らかになった。半導体製品生産100万円あたりの窒素量を算出したところ、2005
年から2015年にかけて150 g-Nから600 g-Nと４倍に増加しており、特に2011年前後における増加率が高か
った。これは温暖化防止政策等に影響され、CO2 削減を目的としてアンモニアを原料とする発光ダイオード
（Light Emitting Diode: LED）の生産が促進さえたことが要因の一つと考えられる。このように社会構造の変
化は反応窒素フローに影響が与えたことが示唆された。 
 
 
Fig.1 Reactive nitrogen flow in Japan (2011) 
 
 
 第3章 反応性窒素フロー解析用産業連関モデル 
 本章では、第2章で得られた反応性窒素フロー分析の結果をもとに、反応性窒素フロー解析用産業連関モデル
を作成し、ボトムアップ型の分析では困難な、産業内における反応性窒素フローの詳細な解析を行った。産業連
関分析にもちいる産業連関表は、総務省が中心となって各省庁共同で5年ごとに作成している統計であり、一定
期間内で財・サービスがどのような産業間の取引関係を通じて生産されたものかを行列の形で表記したものであ
る。基本分類を行518部門×列379部門とし、付帯表も作成される。本研究では反応性窒素のフローを解析する
ために、既存の産業連関表の行列に窒素関連財についての物量表（行31部門×列31部門＝961取引）を追加す
ることで、産業連関表の拡張を行った。マテリアルフロー分析の結果を用いることができる部門についてはそれ
を用いて各行・列への分配を行い、データの不足している部門については元の産業連関表の金額をベースに比例
配分することにより、各行列に値を挿入した。そのようにして作成した窒素フロー解析用産業連関モデルにより、
アンモニア派生物や窒素含有化学製品の詳細なフロー分析や、各産業での需要がけん引する反応性窒素量の分析、
そしてシナリオ分析を行うことが可能になった。以下の Fig.2 にアンモニア一次派生物の化学産業におけるフロ
ー分析結果を示す。アンモニア一次派生物の主なフロー先としては合成繊維（150 kt-N）、脂肪族中間物 (90 kt-N)、
熱可塑性樹脂(86 kt-N)や医薬品(80 kt-N)が挙げられ、その原料としてはアクリロニトリルや尿素、硝酸が大部分
を占めることが明らかになった。また窒素含有化学製品の電子デバイス産業内でのフローは、電池や熱可塑性樹
脂にけん引された窒素が多く流れ込んでいることが示唆された。将来的には国際産業連関表などとの接続により、
他の国の需給バランスの変化に伴った国内産業への影響も定量的に分析することが可能になると考えられる。 
 
 
Fig.2 Flow analysis of Nr related to ammonia derivatives 
in chemical industry 
 
 
 
 第4章 低炭素社会に向けた技術を支える反応性窒素 
 本章では第3章で作成した反応性窒素フロー解析用産業連関モデルを用いて、アンモニアの需給構造の変化や
未利用資源の評価を行った。シナリオ分析の一つとして最終需要にけん引される反応性窒素量の分析では、化学
肥料および電子デバイスの100万円の最終需要がけん引する窒素量を推計した。 
 低炭素社会に向けた技術に対し、反応性窒素が関連する技術は大きくわけて二種類ある。一つはエネルギーキ
ャリア・ストレージとしてのアンモニアであり、もう一つは原料、還元剤としてのアンモニアである。水素キャ
リアとして考えた際には、その高い水素密度（重量密度 18.7 mass%、体積密度 121%）やインフラの成熟度が
大きなメリットである。(3 水素キャリアとしてアンモニアを用いるシナリオとして燃料電池自動車のための 27
億Nm3 をアンモニアでキャリアすると考えた場合を想定し、シナリオ分析を行った。具体的にはアンモニアの
最終需要を1132 kt-N増加させ、それの代替としてガソリン（石油製品）の最終需要を4050億円減じた。結果
の一部をTable1に示す。アンモニアの生産量は1.8倍にする必要があるが、化学製品の生産額は 2% (3345 億
円)減少するという結果になった。アンモニアの生産量の増加分を考慮しても石油産業としては消費を抑えること
ができることが示唆された。また未利用反応性窒素資源の評価を行うために、アルミニウムドロス残灰からのア
ンモニアの回収をシナリオに設定し分析を行った。ドロス残灰からは11 kt-Nを回収することが可能であり、こ
れは2011年における肥料に使用される反応性窒素の約2%にあたることが明らかになった。 
 
第5章 結論 
 本章では、第2章から第4章前の内容を要約し、本研究で得られた結論を総括した。 
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